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第 8 期 江 戸 川 区 障 害 福 祉 計 画 ・ 

第 ４ 期 江 戸 川 区 障 害 児 福 祉 計 画 

策 定 の た め の 基 礎 調 査 

事業所調査 結果報告書 概要版 

１.調査目的 

本調査は令和 9 年度から令和１１年度までを計画期間とする「第 8 期江戸川区障害福祉計画・第 4 期江

戸川区障害児福祉計画」の策定にあたり、区内事業所の実態や障害福祉サービス等に対する意向を把握す

るために実施した。 

なお、アンケート調査名は「江戸川区障害福祉サービス事業に関する調査」とした。 

 

２.調査対象及び回収状況 

【事業所調査】 

調査対象者 発送数 回収数 回収率 

１ 区内事業所 ３90 件 190 件 ４８.７％ 

 

３.調査方法と調査期間 

調査方法 : 対象事業所にアンケート依頼メールを送付の上、インターネットによる回答。 

調査期間 ： 2025 年 12 月 12 日（金）～202６年 1 月 1６日（金）  

 

４. 調査結果を見るうえでの注意事項 

・ 本文、表、グラフなどに使われる「ｎ」は、各設問に対する回答者数である。 

 

・ 百分率（％）の計算は、小数第２位を四捨五入し、小数第１位まで表示した。したがって、単数回答（１つ

だけ選ぶ問）においても、四捨五入の影響で、％を足しあわせて 100％にならない場合がある。 

 

・ 複数回答（２つ以上選んでよい問）においては、％の合計が 100％を超える場合がある。 

 

・ 本文、表、グラフは、表示の都合上、調査票の選択肢等の文言を一部簡略化している場合がある。 

 

・ 回答者数が 30 未満の場合、比率が上下しやすいため、傾向を見るにとどめ、本文中ではふれていな

い場合がある。 
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5.結果の概要 

事業所調査 

【回答者の属性】 

＜経営主体＞ （単数回答） 

・経営主体は、「株式会社・有限会社」が４6.8%と

最も高く、次いで「特定非営利活動法人」が      

２1.6%、「社会福祉法人」が 13.7％となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜開業年「令和７年 10 月 1 日現在」＞ （単数回答） 

・ 開業年は、「2015～201９年」が３2.6%と

最も高く、次いで「202０年以降」が３0.5%、

「20１０～201４年」が１７．４%となっている。 

  

2004年以前

10.5%

2005～2009年

8.9%

2010～2014年

17.4%

2015～2019年

32.6%

2020年以降

30.5%

無回答

0.0%

（ｎ=190）

社会福祉法人

13.7%

医療法人

0.5%

一般社団法人

9.5%

特定非営利活動法人

21.6%

株式会社・有限会社

46.8%

その他

7.9%

無回答

0.0%

（ｎ=190）
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＜指定を受けている障害（児）福祉サービス＞ 

・指定を受けている障害福祉サービス、障害児福祉サービス等は、「放課後等デイサービス」が２4.2%

と最も高く、次いで「居宅介護」が２2.1%、「児童発達支援」が１7.9％となっている。 

（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

24.2 

22.1 

17.9 

16.3 

14.7 

14.2 

13.2 

13.2 

11.6 

7.9 

7.4 

4.2 

3.7 

3.7 

3.2 

3.2 

2.6 

2.1 

2.1 

1.6 

1.6 

1.1 

1.1 

0.5 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

1.1 

0.5 

0 10 20 30

放課後等デイサービス

居宅介護

児童発達支援

計画相談支援

重度訪問介護

移動支援

就労継続支援B型

障害児相談支援

共同生活援助(グループホーム)

生活介護

同行援護

就労移行支援

就労定着支援

地域定着支援

自立生活援助

地域移行支援

保育所等訪問支援

地域活動支援センター事業

短期入所

行動援護

就労継続支援A型

自立訓練(生活訓練)

就労選択支援

日中一時支援

重度障害者等包括支援

巡回入浴サービス

自立訓練(機能訓練)

療養介護

施設入所支援

宿泊型自立訓練

医療型児童発達支援

居宅訪問型児童発達支援

その他

無回答

(%)

（ｎ=190）
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＜医療的ケアが必要な障害者（児）の受け入れ状況＞ 

・ 医療的ケアの必要な障害児・者の受け入れは、「実施していない・実施予定もない」が４9.5%と最も高

く、次いで「実施している」が２8.4%となっている。 

（単数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜サービスを提供する上での課題＞ 

・ サービスを提供する上での課題は、「人材育成」が５６.3%と最も高く、次いで「人員が足りない」が

54.2%、「困難事例への対応」が３０.5%となっている。 

（複数回答） 

  

28.4 

1.6 

20.5 49.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（ｎ=190）

実施している

未実施だが、今後実施予定である

未実施だが、今後実施を検討したいと考えている

実施していない・実施予定もない

無回答

56.3 

54.2 

30.5 

14.2 

12.1 

10.5 

8.9 

3.2 

11.1 

8.9 

0.0 

0 20 40 60

人材育成

人員が足りない

困難事例への対応

利用者や家族との

コミュニケーションが難しい

医療機関との連携

行政との連携

地域の理解

苦情やトラブルが多い

特にない

その他

無回答

(%)

（ｎ=190）
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＜サービス向上のために行っている取り組み＞ 

・ サービス向上のための取り組みは、「研修への参加」が８７.9%と最も高く、次いで「苦情・相談の受付

体制の整備」が６８.9%、「事故防止対策」が６５.3%となっている。 

（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜職員数の充実具合について＞ 

・ 職員の充実状況は、「非常に充実している」は６.８％、「やや充実している」は２５.８％、両者を合わせた

｢充実している｣は３２.６％となっている。なお、「どちらともいえない」は３１.１%であった。 

（単数回答） 

 

 

  

87.9 

68.9 

65.3 

60.5 

50.0 

45.3 

41.1 

32.6 

0.5 

2.6 

0.0 

0 20 40 60 80 100

研修への参加

苦情・相談の受付体制の整備

事故防止対策

サービス提供マニュアルなど各種マニュアルの整備

専門職の配置（有資格者の配置等）

利用者や利用者家族に対するサービス評価の実施

事業所自身によるサービス評価の実施

第三者によるサービス評価の実施

特に取り組んでいない

その他

無回答

(%)

（ｎ=190）

非常に充実している

6.8%

やや充実している

25.8%

どちらとも

いえない

31.1%

やや不足

している

36.3%

無回答

0.0%

（ｎ=190）
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＜人材確保のために取り組んでいること＞ 

・ 人材確保のための取り組みは、「求人広告・ハローワークの活用」が７３.７%と最も高く、次いで、「無資

格者の採用と採用後の資格取得支援」が３２.６%、「ホームページでの分かりやすい事業所の広報」が 

３０.0％となっている。なお、「特に取り組んでいない」は１１.1％となっている。 

（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜人材確保する上での課題＞ 

・ 人材確保の課題は、「募集しても応募が少ない」が６０.0%と最も高く、次いで「優れた人材が集まらな

い」が４３.2%、「応募があっても条件が合わない」が３５.8％となっている。 

（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

73.7 

32.6 

30.0 

26.3 

20.0 

18.4 

17.9 

13.2 

8.4 

11.1 

3.7 

0.0 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

求人広告・ハローワーク等の活用

無資格者の採用と採用後の資格取得支援

ホームページでの

分かりやすい事業所の広報

実習生・ボランティアの受け入れ

人材紹介・派遣の利用

他社より好条件の給与（賞与・

手当を含む）、福利厚生の充実

大学・福祉専門学校等の連携

就職説明会への参加

外国人材の雇用

特に取り組んでいない

その他

無回答

(%)

（ｎ=190）

60.0 

43.2 

35.8 

32.1 

24.2 

11.6 

11.6 

3.2 

0.0 

0 20 40 60 80

募集しても応募が少ない

優れた人材が集まらない

応募があっても条件が合わない

募集・採用費用の負担

採用しても定着しない

処遇改善や動きやすい環境

の整備が十分にできていない

特にない

その他

無回答

(%)

（ｎ=190）
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＜職員定着・育成のために取り組んでいること＞ 

・ 職員定着・育成に関する取り組みは、「働きやすさに配慮した職場環境の整備や雰囲気の改善」が

70.5%と最も高く、次いで「定期的な事例検討会、研修等の開催」が６２.1%、「上司や管理職が面談

を行い、職員の要望や不満を聞いている」が６１.1％となっている。 

（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

70.5 

62.1 

61.1 

59.5 

45.3 

37.9 

35.3 

32.1 

30.5 

3.2 

1.6 

0.0 

0 20 40 60 80

働きやすさに配慮した職場

環境の整備や雰囲気の改善

定期的な事例検討会、研修等の開催

上司や管理職が面談を行い、

職員の要望や不満を聞いている

外部研修への参加支援

資格取得のための支援（費用面など）

新人職員に対する支援体制の設置（メンター

制度等による知識や技術などの指導・育成）

福利厚生の充実

他事業所との協力や連携

責任者など中堅人材の育成（キャリアパス等）

特に取り組んでいない

その他

無回答

(%)

（ｎ=190）
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＜災害時の対策について取り組んでいること＞ 

・ 災害対策に関する取り組みは、「災害発生時対応マニュアルの作成」が９３.2%と最も高く、次いで「避

難経路、避難所の確認（事象別：地震時、大規模災害等）」が７７.9%、「定期的な避難訓練を実施」が

77.4％となっている。 

（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

93.2 

77.9 

77.4 

73.2 

60.5 

53.7 

51.6 

43.7 

24.7 

17.9 

0.5 

0.0 

0.5 

0 20 40 60 80 100

災害発生時対応マニュアルの作成

避難経路、避難所の確認

（事象別：地震時、大規模災害等）

定期的な避難訓練を実施

食料や飲料水、日常生活

用品等の備蓄品の整備

家具の転倒防止措置

災害発生時の利用者の安否確認方法の確認

利用者又は利用者家族との

災害発生時における対応の確認

職員及び利用者の防災対策のための

勉強会等の開催や参加

災害発生時における地域

住民との連携体制の構築

行政や地域等が実施する防災訓練へ参加

特に取り組んでいない

その他

無回答

(%)

（ｎ=190）
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＜充実すべき区のサービスや支援について＞ 

・ 区が今後、力を入れていくべきと思うサービスや支援は、「緊急時の受け入れ体制の整備」が４２.6%

と最も高く、次いで「移動・外出支援の充実」が３1.6%、「在宅での福祉サービスの充実」が３0.0％と

なっている。 

（複数回答（５つまで）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

42.6 

31.6 

30.0 

28.9 

26.3 

25.8 

23.2 

22.6 

22.1 

21.1 

19.5 

17.9 

14.7 

14.2 

10.0 

9.5 

1.6 

4.2 

5.8 

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

緊急時の受け入れ体制の整備

移動・外出支援の充実

在宅での福祉サービスの充実

申請や相談がしやすい窓口の整備

福祉サービスの情報提供の充実

障害者の就労や社会参加の支援

介護する家族に対する支援

地域で共同生活ができる場の充実

区民への障害理解や促進

災害時の支援

自立生活のための訓練・支援の充実

入所して生活する場の充実

財産管理などの権利擁護の充実

在宅生活を支える医療的ケアなどの医療の充実

定期的な見守りや安否確認など地域の助け合い

段差解消や歩道の整備など

バリアフリーのまちづくり

特にない

その他

無回答

(%)

（ｎ=190）
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